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(8)田中治「不動産所得の意義とその年度帰属」税務事例研究 42号 53頁（平成 10年）55頁。
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かどうかが争われることがある。










法施行令 178条 1項 2号の不動産に該当するということはできないから、法 62条
1項の「生活に通常必要でない資産」に該当せず、本件損失金額は、同法 69条 1
項により損益通算の対象となるとした。
しかし、控訴審・仙台高判平成 13・4・24（税資 250号順号 8884）は、まず、法













東京地判平成 10・2・24（判タ 1004号 142頁）は、会社役員がコンドミニアム
形式のリゾートホテルの一室を購入し、これをホテル経営会社に貸し付けていた場
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(12)伊藤義一・（判例評釈）TKC税研情報 12巻 6号 1頁（平成 15年）15頁。
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に該当するとした。控訴審の名古屋高判平成 17・9・8（税資 255号順号 10120）
(13)傍論的場面において、ほぼ同趣旨を述べる裁判例が相次いでいる。東京地判平成 21・7・











































































































































成 21・12・16裁決事例集 78集 131頁は、不動産の貸付けに関連して享受した経済的利
益であり、不動産所得の付随収入として同所得の総所得金額に算入されるとした。
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額であった場合につき、東京地判平成 23・3・23税資 261号順号 11647、その控訴審・




述べて、法施行令 94条 1項 2号を適用して、不動産所得に該当するとした。
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が受けた利益をめぐり、次に掲げる 2判決は、いずれも、法施行令 94条 1項 2号
に該当し、不動産所得に係る収入金額であるとした。












次に、東京地判平成 22・3・26（税資 260号順号 11407）、その控訴審・東京高














































(25)福田善行・前掲注 (18)は、法施行令 94条 1項 2号を適用した事案に関して、法 26条 1
項により不動産所得に該当すると判断することもできるとしている（317頁、323頁）。
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(26)法施行令 94条 1項を適用した事例は、事業所得の事案も見られる。東京地判平成 25・

















れた事案である。二つの債務免除は、平成 19年 3月 5日であり、組合の解散は平





















法施行令 94条 1項 2号には該当しないというべきである。そして、ノンリコース
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京地判平成 25・10・22訟務月報 60巻 11号 2423頁、その控訴審・東京高判平成






























































































































集 69巻 4号 1121頁）の扱った匿名組合方式が活用される場面も想定され、親が
重要な意思決定に関与しているかどうかも認定しなければならない。















について」首都大学東京法学会雑誌 56巻 1号 55頁、77頁-80頁（平成 27年））。
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